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１．背景 

 

日本国内のCO2排出量は増加傾向にあり，

地球温暖化問題は深刻さを増している．中

でも家庭部門においては世帯数の増加や家

電保有数の増加の影響から1990 年以降，エ

ネルギー起源CO2 が35％も増加しているの

が現状である． 

地球温暖化対策の重要性が高まる中，

2009 年 9 月，我が国は 1990 年比で 2020 

年までに温室効果ガスを 25％削減するこ

とを表明した．25％削減という目標の達成

に向け，2010 年 6月に閣議決定された「エ

ネルギー基本計画」では，家庭部門におい

ては家庭部門のエネルギー消費から発生

する CO2排出量を半減させるという内容が

盛り込まれた． 

家庭部門において給湯はエネルギー消

費量の約 3割を占めており，家庭における

省エネを進めるためには，高効率給湯器の

普及が重要となる.そのため家庭用高効率

給湯器を 2030 年までに全世帯の 8～9 割

に普及させることを目指すとされた. 

 

２．目的 

 

家庭のエネルギー需要はライフスタイ

ルや居住地など様々な要因に影響を受け

るので最適な家庭用エネルギー機器を一

様に言及することは難しい．そこで本研究

では様々な需要家を考慮し，また太陽電池

や太陽熱温水器といった自然エネルギー

機器との組み合わせまでを含めた家庭用

エネルギー機器のシステム評価を行う． 

システム評価は利用者視点からは費用

を最小化することが望ましいことから費

用最適化計算によって行う.費用を最小化

することはエネルギー利用量の削減にも

つながることから費用最小化による評価

は実際の消費者のニーズを捉えた上での

CO2 排出量削減ポテンシャルの評価と言え

る. 

 また，CO2 排出量の削減を考えるには現

時点だけでの削減量ではなく，中長期を視

野に入れた削減量が重要となる．そこで現

時点でのシステム評価だけではなく，2020

～2030年の中長期を想定したCO2排出量削

減ポテンシャルを評価するために排出原

単位の改善や技術革新による技術向上な

どを考慮したシステムの評価も行う． 

以上のように様々な観点からシステム

の評価を行い，比較をすることで中長期的

な視点から CO2排出量の削減に向けて効果

的な家庭用エネルギー機器の検討を行う． 

 

３．評価手法 

 

3.1 エネルギー需要モデル 

1 日の電力負荷，給湯負荷については 15

分毎の居住者の行動を考慮した家庭部門

需要家の生活行動モデル 1)を参考にしてエ

ネルギー需要モデルを作成した.需要家に

ついては4人世帯と 2人世帯の 2パターン

を考慮し，それぞれにつき，500 世帯のエ

ネルギー需給モデルを作成し，20世帯ずつ

抽出し,評価の対象とした. 

暖房需要については，エアコンと温水床

暖房の 2つを考慮する 2)．なお，冷暖房負



荷は，札幌／東京／鹿児島の 3地域で，次

世代省エネ基準住宅と新省エネ基準住宅

について SMASH for Windows Ver.2 により

作成した．これによって求められた空調負

荷モデルに需要家のエネルギー需要モデ

ルと組み合わせることでエネルギー需要

モデルを作成した. 

 

3．2 対象機器 

対象とした家庭用給湯器は従来型給湯

器に加えて，潜熱回収型給湯器，家庭用燃

料電池，HP 給湯器の 4つである．さらに自

然エネルギーとして太陽光発電と太陽熱

温水器を対象機器とした． 

機器の性能については従来型給湯器を

熱効率 80％，潜熱回収型給湯機を熱効率

95％とした. 

家庭用燃料電池については発電効率

33％(HHV)，熱回収率 47％の総合効率 80％

と設定した.また，部分負荷運転を考慮し

て負荷率が 30％以下では運転できないよ

うに運転モデルを構築した. 

HP 給湯器の貯湯ロスを含まない HP ユニ

ット単体の COP(HPCOP)については文献 3)の

実測データを基にして重回帰分析を行い,

以下のように推定した． x は外気温で y は

沸き上げ温度である. 

  4.14y025.0045.0  xHPCOP  (1) 

  この重回帰分析の標本数は 96 で重決定

係数は 0.71 である．外気温については気象

庁の2009年の1時間ごとの気象情報を基に

して期別に時間帯別の平均気温を求めた値

を用いる．これによって時間帯別の外気温

を(1)式に代入することでHPCOPは1日の気

温変化による影響を反映した値となる．ま

た沸き上げ温度については，文献 3)を参考

にして暖房期は 85℃，中間期は 80℃，冷房

期は 75℃に設定した．これらの値を代入し

て求めた HPCOP(東京)を期別に図 1に示す．

また，対象とした 3 地域についての 1 日の

平均 HPCOP を示したものが表 1 である．下

段のカッコ内に示した値は深夜電力の利用

時間帯(23 時～7 時)での平均の HPCOP の値

である． 

また，貯湯槽の放熱ロスについては家庭

用燃料電池，HP 給湯機ともに 3(％/hour)

とした. 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 1 日の時間帯別の HPCOP（東京） 

 

表 1 地域別の 1日の平均 HPCOP 

 

 

 

 

 

 

3．3 経済性と環境性の評価について 

初期コストについては各給湯機の市販

価格を参考にして従来型給湯機は32万円，

潜熱回収型給湯機は 36 万円，家庭用燃料

電池346万円は，HP給湯器は70万円とし，

さらに現行制度の補助金を考慮した.また，

それぞれの機器の耐用年数を 10 年とし，1

年あたりの初期コストに換算した.ランニ

ングコストについては東京電力と東京ガ

スの料金体系を参考にして計算を行った． 

環境性については分散電源による系統

の代替電源や深夜電力を考慮できるよう

に 2 つの計算手法に基づいて CO2排出量の

計算を行った． 

家庭用燃料電池については自家発電分

の代替電源を火力発電としたものをケー

ス 1，全電源平均としたものをケース 2 と

した．それぞれのケースでの CO2排出量の

計算式を式(2)，(3)に示す． 

 

 

  



epurall COEHCO hom22   

    eallthermal EHH hom)(   

epurall COEHCO hom22   

2CO ：CO2排出量 

eCO hom2 ：分散電源からの CO2排出量 

allH ：全電源平均の排出原単位 

thermalH ：火力発電の排出原単位 

purE ：系統からの買電量 

hpmeE ：分散電源での発電量 

 

(2) 

(3) 

 

 

 

 

 

 

 

 HP 給湯機に関しては深夜電力を利用す

る際に深夜電力の排出原単位を考慮して

計算したものをケース 1，深夜電力の利用

であっても全電源平均の排出原単位を利

用して計算したものをケース 2とした. 

 従来型給湯機と潜熱回収型給湯機に関

しては両ケースとも計算に区別はなく，同

様に全電源平均の排出原単位を利用して

計算を行った. 

 排出原単位については系統電力の全電

源平均は電気事業連合会の公表データを

参考にして 0.44(kg-CO2/kWh)，火力発電の

平均は 0.69(kg-CO2/kWh)とした.深夜電力

については全電源平均の7割を排出原単位

とした.都市ガスについては CO2 排出原単

位を 2.21(kg-CO2/m
3)とした. 

 

3．4 最適化計算の概要 

最適化計算は時期別に総費用を目的関

数として最小化することで行う．主な制約

条件とは電力需給制約、給湯需要制約、貯

湯槽の容量制約、機器の性能制約などがあ

り、従来型給湯器、潜熱回収型給湯器、HP

給湯器に関しては線形計画法を、家庭用燃

料電池に関しては0-1混合整数計画法を利

用して解く． 

この最適化計算を基にして費用最小化問

題時のコスト，CO2排出量を計算する. 

 

 

 

 

 

 

４．機器のシステム評価の結果 

 

需要家を次世代省エネ基準住宅の 4 人世

帯で暖房をエアコンとした場合の各給湯機

のシステム評価の結果を図 2 に示す.今回

の全ての分析において同様の需要家を想定

することとする． 

まず経済性についての比較を行う.総コ

ストについては初期費用の高さから家庭用

燃料電池が極めて高く，他の 3 機器に関し

てはほぼ同等ではあるが HP 給湯機が最も

経済性が優れている.この傾向に地域差は

なく，3地域とも同様の傾向が得られた.ラ

ンニングコストに関しては全地域について

HP 給湯器，家庭用燃料電池，潜熱回収型給

湯機，従来型給湯機の順に低くなっており，

HP給湯器に関しては従来型給湯機と比較し

て 3地域とも 2割程度の削減効果がある. 

 次に環境性について比較を行う.まずケ

ース 1 の計算手法では家庭用燃料電池の火

力代替効果が極めて大きく，3 地域とも従

来型給湯機と比較して 40％以上の削減効果

がある．ケース 2 の計算手法においても家

庭用燃料電池では 2 割程度の削減効果を有

しており，環境性能に優れていると言える. 

HP給湯器は札幌において寒冷地であること

から COP が他地域と比較して小さくなる影

響で HP 給湯器にすることで従来型給湯機

と比較して CO2 排出量が増加するという結

果が得られた.また，潜熱回収型給湯機が

HP 給湯器より若干ではあるが CO2排出量が

尐なくなっている. 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 各給湯機の地域別のシステム評価 



５．感度分析 

 

5．1 系統電力の排出原単位 

中長期を想定した場合、系統電力の CO2

排出原単位の向上が見込まれることから排

出原単位の改善によるCO2排出量(ケース2)

の感度分析を行った． 

図 3 に東京における結果を示す．東京で

は CO2排出原単位が 0.318 kg-CO2/kWh 以下

になると HP 給湯器の CO2排出量が最も尐な

くなる．札幌では 0.298 kg-CO2/kWh 以下、

鹿児島で 0.322 kg-CO2/kWh 以下で HP 給湯

器の CO2排出量が最も尐なくなった． 

家庭用燃料電池については系統電力の

CO2 排出原単位の変化による影響は尐な

く,0.24kg-CO2/kWh以下では最もCO2排出量

が大きくなった． 

 

図 3 系統電力の排出原単位の感度分析結

果(東京) 

 

5．2 家庭用燃料電池と HP 給湯器のブレ

ークイーブン 

 

 家庭用燃料電池と HP 給湯器の性能向上

を考慮し、東京において家庭用燃料電池と

HP 給湯器の CO2排出量が等しくなる効率を

系統電力の CO2排出原単位別に図 4に示す． 

 系統電力の CO2 排出原単位がいくつであ

っても家庭用燃料電池の発電効率が向上す

ることでHP給湯器もHPCOPを現状よりおお

きくしなければならないことが分かる．系

統電力の CO2排出原単位別に見ていくと、系

統電力の CO2 排出原単位が低下することで

家庭用燃料電池と CO2 排出量が等しくなる

HP 給湯器の HPCOP は小さくなる．よって系

統電力の CO2 排出原単位の改善は機器の技

術革新が起こり、性能が向上した際には HP

給湯器に優位に働くと言える． 

 

 

図 4 家庭用燃料電池と HP給湯器の環境性

のブレークイーブン(東京) 

 

６．まとめ 

 

 本研究では様々な観点からシステム評価

を行った．現状の場合では CO2排出量の観点

からは家庭用燃料電池が最も優れていると

言える。中長期的な視点では系統電力の CO2

排出原単位が変化した場合には現状ケース

においても技術革新時においても HP 給湯

器の環境優位性が高まることを示した． 
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